
（単位：円）

予　算　額 1月～5月までの計 累計 予　算　額 1月～5月までの計 累計

一 般 会 計 13,214,272,000 4,099,803,244 13,169,282,809 一 般 会 計 13,214,272,000 5,493,610,443 12,298,659,094

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,759,330,000 1,570,773,844 3,657,476,849 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,759,330,000 1,458,103,765 3,657,476,799

後期高齢者医療特別会計 527,956,000 230,868,070 525,874,949 後期高齢者医療特別会計 527,956,000 197,399,526 516,500,572

介 護 保 険 特 別 会 計 2,517,584,000 892,704,368 2,364,200,751 介 護 保 険 特 別 会 計 2,517,584,000 745,892,736 2,290,213,092

介 護 サ ー ビ ス 特 別 会 計 29,942,000 11,069,816 27,101,611 介 護 サ ー ビ ス 特 別 会 計 29,942,000 6,735,446 27,101,611

合　　　　　　　　計 20,049,084,000 6,805,219,342 19,743,936,969 合　　　　　　　　計 20,049,084,000 7,901,741,916 18,789,951,168

（繰越明許費を含む）

　全会計の令和４年度の１月～５月までの収入額は、約68億1千万円です。令和３年度同時期の収入額は約86億3千万円でしたので、約18億2千万円の減額となっています。

　収入額が令和３年度に対して減少している主な要因は、令和３年度には子育て世帯等臨時特別給付事業に伴う国庫補助金や小中学校のトイレ改造工事等に伴う町債があったことによるものです。

　また、全会計の支出額は、約79億円です。令和３年度の同時期の支出額は約87億4千万円でしたので、約8億4千万円の減額となっています。

　支出額が令和３年度に対して減少している主な要因は、子育て世帯等臨時特別給付事業や広域ごみ処理施設建設完了による負担金の減によるものです。

　全会計において、収入が支出を上回っていますので令和４年度も黒字を維持しており、これで昭和51年度から連続47年黒字決算となっています。
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（単位：円）

予　算　額 1月～5月までの計 累計 予　算　額 1月～5月までの計 累計

町 税 4,320,879,000 930,794,800 4,413,379,234 議 会 費 130,319,000 22,551,178 126,008,915

地 方 譲 与 税 100,386,000 33,718,000 102,784,000 総 務 費 2,104,570,000 1,362,589,328 2,027,418,678

利 子 割 交 付 金 3,000,000 703,000 2,520,000 民 生 費 4,258,717,000 1,839,445,582 3,985,152,589

配 当 割 交 付 金 22,000,000 27,853,000 38,431,000 衛 生 費 1,212,386,000 446,392,791 1,105,339,154

株式等譲渡所得割交付金 15,000,000 28,552,000 28,552,000 労 働 費 34,560,000 1,067,209 33,998,979

法 人 事 業 税 交 付 金 75,000,000 22,197,000 88,791,000 農 林 水 産 業 費 377,655,000 137,465,133 360,290,622

地 方 消 費 税 交 付 金 702,000,000 199,304,000 742,158,000 商 工 費 344,647,000 180,300,515 332,677,428

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,000 317,627 317,627 土 木 費 1,366,905,000 410,792,404 1,274,829,373

環 境 性 能 割 交 付 金 15,000,000 8,481,000 20,382,000 消 防 費 493,442,000 52,387,467 473,952,075

地 方 特 例 交 付 金 46,895,000 1,771,000 47,666,000 教 育 費 1,882,699,000 513,997,207 1,589,853,968

地 方 交 付 税 1,942,883,000 90,205,000 1,987,185,000 災 害 復 旧 費 3,000 0 0

交通安全対策特別交付金 5,014,000 1,933,000 4,169,000 公 債 費 908,957,000 449,216,436 905,513,034

分 担 金 及 び 負 担 金 49,152,000 17,428,500 50,200,800 諸 支 出 金 83,693,000 77,405,193 83,624,279

使 用 料 及 び 手 数 料 95,324,000 20,261,722 100,927,719 予 備 費 15,719,000 0 0

国 庫 支 出 金 2,038,974,000 735,876,793 1,922,521,955 合 計 13,214,272,000 5,493,610,443 12,298,659,094

県 支 出 金 1,049,035,000 737,612,930 1,002,057,478

財 産 収 入 192,017,000 48,918,214 184,393,993

寄 附 金 320,550,000 146,345,000 318,973,550

繰 入 金 474,462,000 466,261,000 466,261,000

繰 越 金 1,024,973,000 0 1,024,973,578

諸 収 入 185,958,000 146,400,658 187,768,875

町 債 535,769,000 434,869,000 434,869,000

合 計 13,214,272,000 4,099,803,244 13,169,282,809

（繰越明許費を含む）

　収入：合計で約131億7千万円で、令和３年度より約14億9千万円減少しています。町民税の個人現年課税分や子育て世帯等臨時特別給付事業に伴う国庫支出金の減が主な要因です。

　支出：合計で約123億円で、令和３年度より約13億4千万円減少しています。こちらも民生費の子育て世帯等臨時特別給付事業や衛生費の広域ごみ処理施設建設負担金の減が主な要因です。
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